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第1章
我が国の経済は、2002年の初めに景気回復局面に入り、緩やかながらも長期の回復を続
けてきた。しかし、2007年以降、成長は鈍化するとともに、2008年秋以降の世界的な経済
減速に伴って、かつてない大きな経済収縮に直面している。
第1章では、これら経済の動向が雇用、賃金、勤労者家計などに及ぼした影響について分
析する。
まず雇用情勢については、2007年央以降、完全失業率が上昇するとともに、有効求人倍
率は低下している。とくに有効求人倍率については2008年秋以降大幅に低下した。完全失
業率は2008年平均では4.0％となり、2002年以来6年ぶりに対前年差で上昇した。また、有
効求人倍率は0.88倍と大幅に低下し、2005年以来3年ぶりに1倍台を割り込むこととなった。
賃金については、2008年は所定内給与が3年連続、特別給与が2年連続で減少し、所定外
給与も減少に転じた。特に2008年秋以降生産の減少から所定外給与が大きく減少している。
また、労働時間については、総実労働時間は2008年平均では前年比1.2%減と2年連続の減
少となった。特に製造業を中心に所定外労働時間が減少しており、2008年の所定外労働時
間は同1.5％減と7年ぶりの減少となった。
勤労者家計については、2008年前半の消費者物価の上昇のもとで実質消費支出は減少し、
景気後退による先行き不安から消費購買意欲も低下した。なお、石油製品価格も含む消費者
物価総合では、2008年央をピークに低下に転じている。

第1節　雇用、失業の動向

雇用情勢は、2002年以降、緩やかながらも長期の改善を続けてきたが、2007年央には改
善に足踏みがみられ、その後完全失業率が上昇するとともに、有効求人倍率は低下してい
る。特に、有効求人倍率については2008年以降、大幅に低下した。さらに2008年末以降で
は、非正規労働者の雇止めなど雇用調整の動きが急速に広がり、雇用情勢は悪化するととも
に、厳しさを増している。また、雇用者数は2007年まで増加が続いていたものの、2008年
にはほぼ横ばいとなり、正規の職員・従業員は3年ぶりに減少に転じた。2008年の新規学卒
者の就職状況は引き続き改善し、2008年の完全失業率が上昇する中にあっても、若年層に
ついては低下を示したが、企業業績の急速な悪化を背景とした採用内定取消しも発生し、改
善してきた若年層の雇用情勢にも懸念がみられはじめている。

労働経済の推移と特徴



第1章 労働経済の推移と特徴

平成21年版　労働経済の分析6

第
1
節

1）労働力需給の動向

（有効求人倍率は、急速に低下）
有効求人倍率（季節調整値）の動きをみると、2007年央以降低下傾向となり、2008年1月
には有効求人倍率が1倍を切るなど、急速に悪化した。また、2009年1月の新規求人倍率
（季節調整値）は2002年11月以来6年2ヶ月ぶりに1倍を下回った。
有効求人倍率は、2006年7～9月期に1.07倍とピークをつけて以降、2007年半ばまで概ね
横ばい傾向で推移し、その後低下した。2008年に入って1～3月期に0.98倍、4～6月期に0.92
倍、7～9月期に0.85倍、10～12月期に0.76倍、2009年1～3月期に0.59倍となった。2008年
平均では0.88倍と2005年以来3年ぶりに1倍を下回っている。
新規求人倍率は、2006年10～12月期に1.59倍とピークをつけて以降、2008年1～3月期に
1.40倍、4～6月期に1.32倍、7～9月期に1.21倍、10～12月期に1.07倍、2009年1～3月期に
0.81倍となり、2008年平均では1.25倍となった（第1－（1）－1図）。
有効求人倍率の動きを過去の景気後退過程と比較してみると、2007年10月から2009年2

月までの16ヶ月の間に0.43ポイント低下している。これは1ヶ月当たり0.027ポイントの低
下であり、これは1990年代以降の景気後退過程の中では1991年2月から1993年10月までの
景気後退期（32ヶ月、1ヶ月当たり0.024ポイント）を上回る、過去最大の低下速度である。
（付1－（1）－1表）。

第1－（1）－1図　求人倍率及び完全失業率の推移（季節調整値）

資料出所
（注）

厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省統計局「労働力調査」
1）データは四半期平均値（季節調整値）。また、グラフのシャドー部分は景気後退期。
2）有効求人倍率及び新規求人倍率については、1973年から沖縄を含む。
3）完全失業率については、1973年７月から沖縄を含む。
4）有効求人倍率及び新規求人倍率については、新規学卒者を除きパートタイムを含む。
5）完全失業率の四半期値は、月次の季節調整値を厚生労働省労働政策担当参事官室にて単純平均したもの。
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（正社員の有効求人倍率も低下）
有効求人倍率の動きを雇用形態別にみると、2008年の正社員の有効求人倍率は1～3月期
は0.62倍（前年同期差0.04ポイント低下）、4～6月期は0.53倍（同0.04ポイント低下）、7～9
月期は0.53倍（同0.08ポイント低下）、10～12月期は0.50倍（同0.13ポイント低下）、2009年
1～3月期は0.25倍（同0.25ポイント低下）と、大きく低下している。特に2008年7～9月期
以降、正社員の有効求人倍率の低下幅は拡大しており、2008年10～12月期は比較可能なデー
タのある2005年以降最低の水準となった。ただし年平均でみると、全体の有効求人倍率が
2007年の1.04倍から2008年は0.88倍と0.16ポイント低下する中で、正社員の有効求人倍率
は2007年の0.61倍から2008年は0.54倍と0.07ポイント低下にとどまっており、全体と比べ
ると正社員の有効求人倍率の低下は小さい。また、新規求人数の動きをみても、2008年は
全体では前年比15.8％減少したが、正社員の新規求人は同11.3％減と、減少幅は相対的に小
さかった。なお、就職件数については、全体が減少している中で正社員の就職件数の減少幅
は相対的に小さかったことから、正社員新規求人に対する充足率は前年に比べ1.2ポイント
上昇した（第1－（1）－2図、付1－（1）－2表）。

第1－（1）－2図　有効求人倍率の推移（全体と正社員）
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資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」
　　（注）　1）統計上、正社員の有効求人倍率については、2004年以前の数値をとることができない。

2）有効求人倍率は新規学卒者を除きパートタイムを含む。
3）正社員の有効求人倍率＝正社員有効求人数／常用フルタイム有効求職者数。
なお、常用フルタイム求職者には、フルタイムの派遣労働者や契約社員を希望する者も
含まれるため、厳密な意味での正社員の有効求人倍率より低い値となる。

4）３期移動平均は、当期、前期、前々期の原数値を平均したものである。
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（新規求人数はほとんどの産業で減少）
求人数の動きをみると、有効求人数（季節調整値）は2006年7～9月期に231万人とピー
クをつけて以降減少しており、2008年1～3月期は198万人、4～6月期は187万人、7～9月
期は179万人、10～12月期は169万人、2009年1～3月期は149万人となった。また、新規求
人数（季節調整値）は2006年7～9月期に86万人とピークをつけて以降減少しており、2008
年1～3月期は72万人、4～6月期は69万人、7～9月期は66万人、10～12月期は64万人、
2009年1～3月期は55万人となった。（第1－（1）－3図）。
新規求人数は2008年を通じて大幅に減少している。この動向を産業別にみると、2008年
は医療、福祉で前年比4.0％増となっている他は、ほとんどの産業で減少しており、特に、
サービス業で同26.5％減、建設業で同25.1％減、製造業で同22.5％減と、減少幅が20％を越
える大幅な減少となった（付1－（1）－3表）。
これを新規求人の減少率に対する寄与度でみると、2007年半ばからサービス業のマイナ
ス寄与が大きくなり、2008年は年間を通して大きなマイナスとなっているほか、製造業の
マイナス寄与も2007年以降拡大してきている。一方、建設業のマイナス寄与は1～3月期に
大きかったが、それ以降は次第に縮小している。このほか、卸売・小売業のマイナス寄与が
次第に拡大してきている。（第1－（1）－3図）。

第1－（1）－3図　求人・求職の動き（季節調整値）
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資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」　
　　（注）　1）データは四半期平均値（季節調整値）。また、グラフのシャドー部分は景気後退期。　
　　　　　2）1973年から沖縄を含む。
　　　　　3）新規学卒者を除きパートタイムを含む。
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（求人数減少の背景）
求人数減少の背景として、企業の業況判断と雇用人員判断の推移をみると、企業の業況判
断D.I.は、2008年1～3月期は－4ポイント、4～6月期は－7ポイント、7～9月期は－14ポ
イント、10～12月期は－24ポイント、2009年1～3月期は－46ポイントと、2008年1～3月
期に12四半期ぶりにマイナスとなって以降マイナス幅が拡大している。また、企業の雇用
人員判断D.I.は、2008年1～3月期は－9ポイント、4～6月期は－5ポイント、7～9月期は－
2ポイント、10～12月期は4ポイント、2009年1～3月期は20ポイントと、これまで不足超
過であったのが、2008年10～12月期に過剰超過に転じており、特に製造業で雇用の過剰感
が強くなっている（第1－（1）－5図）。我が国は2007年央から成長が鈍化し、2008年秋以
降の世界的な経済減速に伴い、アメリカを中心とした海外の需要が急速に減少し、日本にお
いても輸出関連企業を中心に業績が急速に悪化した。こうした、企業の業績の急速な悪化に
より、製造業を中心に雇用の過剰感も高まっている。

（求職者数は増加傾向）
求職者数の動きをみると、有効求職者数（季節調整値）は2008年1～3月期は202万人、4
～6月期は204万人、7～9月期は211万人、10～12月期は221万人、2009年1～3月期は252
万人となり、7～9月期以降増加に転じている。また、新規求職者数（季節調整値）は2008
年1～3月期は51万人、4～6月期は53万人、7～9月期は55万人、10～12月期は60万人、

第1－（1）－4図　新規求人数（前年同期比）の産業別内訳

資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」
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2009年1～3月期は68万人となり、7～9月期以降増加に転じている（第1－（1）－3図）。
有効求職者数の動きを求職理由別にみると、2008年6月以降事業主都合離職者が対前年比
で増加に転じており、その増加幅は急速に拡大している。また、自己都合離職者は11月ま
で対前年比で減少を続けていたが、12月に増加に転じ、この結果、2008年12月にはすべて
の求職理由で有効求職者数が増加することとなった。また、在職しながら求職活動をする在
職求職者も増加傾向にある（第1－（1）－6図）。

（求職者数増加の背景）
求職者数増加と関連して雇用調整実施事業所割合をみると、2008年の雇用調整実施事業
所割合は、産業計で1～3月期に13％、4～6月期に14％、7～9月期に16％、10～12月期に
35％、製造業では1～3月期に16％、4～6月期に16％、7～9月期に20％、10～12月期に
50％と、いずれも10～12月期に大幅に増加している。2008年7～9月期から10～12月期にか
けての雇用調整実施事業所割合の増加幅は、これまでにない大幅なものであり、製造業にお
ける50％という水準は、1993年10～12月期と並び調査開始以来過去最高の水準である（第
1－（1）－7図）。
また、このような雇用調整の事例として、2008年秋以降、派遣労働者を中心とした非正
規労働者の雇止め等を行う事業所の増加がみられた。厚生労働省「非正規労働者の雇止め等
の状況について（5月報告）」をみると、2008年10月から2009年6月までの間に、約21万6

第1－（1）－5図　企業の業況判断と雇用人員判断の推移

資料出所
（注）

日本銀行「全国短期経済観測調査」
1）数値は四半期。
2）グラフのシャドー部分は景気後退期。
3）2004年3月調査より、調査対象企業の見直し等が行われたため、数値は接続しない。
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千人の非正規労働者が期間満了や中途解除等によって職を失う又は失う予定となっている。
雇止め等の対象となった労働者の雇用形態をみると、派遣社員が最も多く約13万5千人、次
いで契約（期間工等）が約4万7千人、請負が約1万7千人、その他が約1万7千人となって
いる。雇止め等を行った事業所の産業についてみると、製造業が最も多く約20万人、次い
で卸売・小売業が約5千人、運輸業が約2千人、その他が約1万人となっている（第1－（1）
－8表）。

第1－（1）－6図　有効求職者数の求職理由別内訳（前年比）
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第1－（1）－8表　非正規労働者の雇止め等の状況について

①　雇止め等の対象となった者の就業形態 （単位　人）
就業形態計 派遣 契約（期間工等） 請負 その他

216408 135065 47100 16795 17448

②　雇止め等の対象となった者の産業 （単位　人）
産業計 製造業 運輸業 卸売・小売業 その他
216408 199684 2204 4861 9659

③　雇止め等の形態 （単位　人）
計 期間満了 中途解除 不明
216408 115510 87353 13545

資料出所　厚生労働省「非正規労働者の雇止め等の状況について（5月報告）」

第1－（1）－7図　雇用調整実施事業所割合の推移

資料出所
（注）

厚生労働省「労働経済動向調査」
1）1984年8月調査から1993年11月調査の産業計は、「製造業」「卸売・小売業、飲食店」「サービス業」の3産業。
2）1994年2月調査から1998年11月調査の産業計は、従来の3産業計に「建設業」、「運輸・通信業」を追加
した５産業。

3）1999年2月調査から2003年11月調査の産業計は、従来の5産業計に「金融・保険業」、「不動産業」を追
加した７産業。

4）2004年2月調査以降は日本標準産業分類の改訂により、調査対象の産業区分が従来の7産業から9産業と
なったため、産業別の数値については接続しない。

5）2009年２月調査以降は日本標準産業分類の改訂により、調査対象の産業区分が従来の９産業から11産業と
なり、同時に「医療・福祉」を追加したため、産業計及び産業別の数値については厳密には接続しない。

6）グラフのシャドー部分は景気後退期。
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2）完全失業率の動向

（完全失業率は上昇）
完全失業率（季節調整値）は、2007年4～6月期に3.8％となった後、横ばい傾向で推移し

ていたが、2008年1～3月期に3.8％（男性3.9％、女性3.8％）、4～6月期に4.0％（男性4.1％、
女性3.9％）7～9月期に4.0％（男性4.2％、女性3.9％）、10～12月期に4.0％（男性4.2％、女
性3.9％）、2009年1～3月期は4.4％（男性4.5％、女性4.4％）となり、2008年に入って男性
を中心に上昇している（第1－（1）－9図）。
過去の景気後退期における完全失業率の動きをみると、1997年から1999年、2001年から
2002年の景気後退期では、後退過程に入って1年で完全失業率（季節調整値）はそれぞれ0.7
ポイント、0.6ポイント上昇したが、1991年から1993年の景気後退期は後退過程に入って1
年間は完全失業率は上昇しなかった。一方、今回の後退過程の当初における完全失業率の動
きは、バブル崩壊直後の景気後退期と類似していた。但し、2008年末以降完全失業率は上
昇し、2009年3月には4.8％となった。

（完全失業者数は非自発的離職失業者を中心に増加）
完全失業者数は、2007年に265万人（前年差8万人増）と2002年以来6年ぶりに増加した。
これを求職理由別内訳でみると、1～3月期は非自発的離職失業者、自発的離職失業者とも
に対前年同期比で減少し、完全失業者数は全体として減少していたが、4～6月期以降増加
に転じ、特に非自発的失業者の増加寄与が拡大してきている。（第1－（1）－10図）。
非自発的失業者の増加を雇用形態別にみると、2008年10～12月期には、前職が派遣労働者

であった非自発的失業者が5万人増と最も大きくなっている。派遣労働者が雇用者に占める

第1－（1）－9図　男女別完全失業率推移（季節調整値）

資料出所
（注）

総務省統計局「労働力調査」
1）グラフのシャドー部分は景気後退期。
2）完全失業率は四半期値で、月次の季節調整値を厚生労働省政策統括官付労働政策担当参事
官室にて単純平均した。
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割合は約3％と小さいにもかかわらず、多くの失業者が生じてきており、現在の派遣労働者
を取り巻く雇用情勢は、他の雇用形態と比べより厳しいと考えられる（第1－（1）－11図）。

第1－（1）－10図　完全失業者の求職理由別内訳（男女計・前年同期差）

資料出所
（注）

総務省統計局「労働力調査」
データは四半期値。また、合計には求職理由不詳を含む。
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第1－（1）－11図　離職失業者数（前年同期差）の推移（うち、離職理由が非自発的理由に関するもの）

資料出所
（注）

総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」
1）離職失業者は、過去3年以内に離職した者。
2）その他は、雇用形態が「契約社員・嘱託」「その他」の者。
3）雇用者全体には、雇用形態別雇用者のほかに、役員が含まれる。
4）離職理由が非自発的理由に関するものとは、「会社の倒産・事業所の閉鎖のため」「人員整理・
勧奨退職のため」「事業不振や先行き不安のため」「定年又は雇用契約の満了」を示す。
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（「完全失業率」以外の失業指標の推計）
雇用情勢を判断する公式の指標としては、完全失業者を労働力人口で除した完全失業率が
あるが、非労働力人口の中に潜在的な失業者が含まれているのではないかといった議論があ
る一方、失業の深刻さをみるためには、完全失業者の中に含まれる長期失業者や、非自発的
な理由による離職失業者の動向に特に注目して分析することが有効ではないかという見方も
ある。
このように、完全失業率の概念を拡張したり、完全失業率の概念を絞り込み、失業の深刻
度を分析したりすることが考えられる。推計のもととなる総務省統計局「労働力調査」で
は、2002年からは同「労働力調査」の詳細結果が整備されたことにより、四半期ごとの公
表数値が得られるようになったため、今回の失業率上昇局面の分析において、完全失業率以
外の失業指標を推計し、失業動向の検討を行うこととする（各指標の定義等については付注
1参照）。なお、本分析は統計上の制約から、2001年以前と接合することはできず、今回の
雇用情勢悪化の評価のみに用いるものであることには注意を要するものである。
完全失業率は、2003年から2007年まで長期的に低下してきたが、各指標はほぼ同様な形
で低下してきた。また、完全失業率は2007年央以降、緩やかに上昇しはじめたが、長期失
業率や非自発的離職失業率も上昇しており、失業の深刻度が高まっていることも分かる（第
1－（1）－12図）。

第1－（1）－12図　様々な失業概念を踏まえた推計指標

資料出所
（注）

総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて推計
1）各指標の定義については付注１を参照。
2）完全失業率以外の数値は独自に季節調整値を計算したもの。
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（休業者の増加と雇用調整助成金制度）
休業者数の推移をみると、2008年12月以降対前年同月差で大きく上昇しており、2008年
末の雇用情勢の急速な悪化をうけ、雇用調整による休業者が増加しているものと考えられる
（付1－（1）－5表）。こうした動きの背景として、雇用調整助成金等の制度を活用するな
ど、解雇ではなく就業時間調整によって雇用調整を行っている企業が多いことも影響してい
ると考えられる。

雇用調整助成金制度は、景気の変動などの経済上の理由による企業収益の悪化から、
生産量が減少し、事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、解雇を避け、雇用する労
働者を一時的に休業、教育訓練又は出向させることにより雇用を維持する場合、休業、
教育訓練又は出向に係る手当等の一部を助成する制度である。
（中小企業についての記載については、平成20年12月1日に創設した中小企業緊急雇用
安定助成金についてのもの）

○対象事業主について
①　事業活動縮小要件

以下の条件を充たす程度にその事業活動が縮小した事業主が対象
大企業の場合： 最近3ヶ月の生産量又は売上高が直前3ヶ月又は前年同期比5％

以上減少
中小企業の場合： 最近3ヶ月の生産量又は売上高が直前3ヶ月又は前年同期比5％

以上減少
（ただし前期決算等の経常損益が赤字であれば、5％未満の減少
でも可）

②　実施内容
①の要件を満たす事業主が、対象労働者を解雇するかわりに休業・教育訓練・出
向を実施した場合に助成金の対象となる

③　対象労働者
　雇用保険被保険者：雇用期間を問わず全員（新規学卒者を含む）

○　助成内容について
休業・教育訓練・出向期間中の賃金・休業手当、教育訓練費について助成
①　賃金・休業手当等についての助成率（※）
　　　大企業：2／3　中小企業：4／5
②　教育訓練費についての助成
　　　大企業：1,200円　中小企業：6,000円（労働者1人1日あたり）

雇用調整助成金制度について
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※　 次の要件を満たした場合に大企業の助成率を2／3から3／4へ、中小企業の助成
率を4／5から9／10へ上乗せする。

　　① 　判定基礎期間（賃金締切期間）の末日における事業所労働者数（受け入れて
いる派遣労働者を含む）が、比較期間（初回の計画届提出日の属する月の前月
から遡った6ヶ月間）の月平均事業所労働者数と比して4／5以上であること

　　② 　判定基礎期間（賃金締切期間）とその直前6ヶ月の間に事業所の労働者の解
雇等（有期契約労働者の雇止め、派遣労働者の事業主都合による中途契約解除
等を含む）をしていないこと

○　実績
平成19年度の休業等実施計画届受理件数 638 事業所対象者数 12,940人
平成20年度の休業等実施計画届受理件数 94,168 事業所対象者数 5,289,431人
（注） 平成20年12月より中小企業緊急雇用安定助成金（平成20年12月1日創設）の

休業等実施計画届の受理件数を含む。

3）労働力人口、就業者等の動向

（労働力人口、就業者数は減少し、雇用者数ほぼ横ばい）
労働力人口の推移をみると、1998年の6793万人をピークに減少に転じ、2004年に年平均
で6642万人となった後、3年連続で増加を続けていたが、2008年に入って再び減少に転じ
た。2008年の労働力人口（季節調整値）は、1～3月期に6667万人、4～6月期に6664万人、
7～9月期に6632万人、10～12月期に6636万人となり、年平均では6650万人（対前年差19
万人減）となった。
また、就業者数、雇用者数の動向をみると、2008年の就業者数は1～3月期に6409万人、
4～6月期に6397万人、7～9月期に6364万人、10～12月期に6370万人となり、年平均では
6385万人（対前年差27万人減）と減少したが、雇用者数は1～3月期に5516万人、4～6月期
に5522万人、7～9月期に5524万人、10～12月期に5535万人となり、年平均では5524万人
（対前年差1万人増）とほぼ横ばいとなった。なお、2008年の雇用者数5524万人は、2年連
続で過去最高の水準を更新した。（第1－（1）－13図）。

（労働力人口は高齢化を背景に減少）
労働力人口の変化を15歳以上人口、年齢構成、及び各年齢階級別の労働力人口比率で要
因分析をすると、2007年から団塊の世代が60歳に到達したこともあり、労働力人口比率が
相対的に低い高齢者層の人口が増加したことから、年齢構成要因でのマイナスが大きくなっ
ている。2007年までは景気の回復にともなう就業者の拡大によって、各年齢階級別の労働
力人口比率が高まり、特に、高齢者の労働力人口比率の向上によって、労働力人口比率要因
がプラスに寄与していたが、2008年に入って景気後退を背景に労働力人口比率要因が縮小
したことから、全体として労働力人口は減少に転じた（第1－（1）－14図）。
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第1－（1）－13図　労働力人口・就業者数・雇用者数の推移（季節調整値）

資料出所
（注）

総務省統計局「労働力調査」
1）データは四半期値（季節調整値）。また、グラフのシャドー部分は景気後退期。
2）1973年7月以降は沖縄を含む。
3）四半期値は、月次の季節調整値を厚生労働省労働政策担当参事官室にて単純平均したもの。

6,370

5,535

6,636

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

08070605040302012000999897969594939291908988878685848382818079787776757473727170696867666564636261605958575655541953 （年）

（万人）

雇用者数

就業者数

労働力人口

第1－（1）－14図　労働力人口の変化要因
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資料出所
（注）

総務省統計局「労働力調査」
1）労働力人口の前年同期からの増減に対する各要因の影響音度合いを示したもの。
2）変化要因の計算方法は以下の通り。
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（徐々に強まる雇用者数の減少傾向）
2008年の雇用者数（非農林業）の動きを前年同期比で産業別にみると、情報通信業、医
療、福祉などで増加する一方、製造業、建設業などで減少した。特に製造業は、7～9月期
から10～12月期にかけて減少幅が増大している。なお、サービス業では1～3月期にマイナ
スとなったが、それ以降は増加した（第1－（1）－15図）。
また、雇用者数（非農林業）の動きを年齢階級別にみると、2008年は25～34歳層で対前
年差37万人減、15～24歳層で同11万人減、45～54歳層で同6万人減と減少する一方、35～
44歳層で同28万人増、55～64歳層で同5万人増、65歳以上で同20万人増と増加し、全体と
しては前年と同水準となった。高齢化の進行とともに65歳以上の人口が増加していること
と、第2次ベビーブーム世代の労働者が35～44歳層へ移りつつあること等が、こうした動き
の背景にあると考えられる。（付1－（1）－6表）。
また、雇用者数（非農林業）の動きを従業員規模別にみると、2008年は1000人以上規模
の大企業で前年差81万人増、100～499人で同5万人増と増加する一方、1～29人で同28万人
減、30～99人で同18万人減と減少している。小規模企業での減少幅は2007年よりも大きく
なっている一方、500人以上の大企業の増加が続いており、大企業と中小企業での雇用動向
には大きな隔たりがある（付1－（1）－7表）。

第1－（1）－15図　雇用者数（前年同期比）の産業別内訳（公務を除く）

資料出所
（注）

総務省統計局「労働力調査」
日本郵政公社の民営・分社化（2007年10月）によって、一部産業分類上の位置が変化しており、特に情報
通信業に郵便局の一部が含まれることとなったことから、数字の取り扱いには注意が必要。

-2.0

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

ⅣⅢⅡⅠ ⅣⅢⅡⅠ ⅣⅢⅡⅠ ⅣⅢⅡⅠ

2005 06 07 08

運輸業

卸売・小売業

建設業 製造業

教育・学習支援業

情報通信業

サービス業

その他

医療・福祉

産業計

（％）

（年・期）

飲食店、宿泊業



第1章 労働経済の推移と特徴

平成21年版　労働経済の分析20

第
1
節

（低下傾向にある正規雇用割合）
就業形態別の動向をみると、1980年代以降、正規の職員・従業員の割合は低下傾向にあ
り、パート、派遣、契約社員など正規の職員・従業員以外の割合は上昇している。この傾向
は2008年も継続している。正規の職員・従業員以外の者の中では、パート・アルバイトは
2008年に入り前年同期差でみて減少しているが、労働者派遣事業所の派遣社員、契約社員、
嘱託等については増加している。また、雇用者数が全体として横ばいで推移する中で、2006
年以降増加してきた正規の職員・従業員は減少に転じており、2008年1～3月期は3371万人
（前年差22万人減）、2009年1～3月期は3386万人（同15万人増）となっている（第1－（1）
－16表）。

（女性の若年者では正規雇用割合は上昇）
就業形態別の雇用動向を年齢階級別にみると、2008年は正規の職員・従業員数が、35～
44歳層で前年差8万人増（原数値は898万人）、65歳以上で同2万人増（同70万人）と増加
する一方、15～24歳層で同6万人減（同286万人）、25～34歳層で同24万人減（同916万人）、
45～54歳層で同9万人減（同731万人）、55～64歳層で14万人減（同498万人）と減少して
いる。景気の後退に伴って、正規の職員・従業員が減少に転じ、2007年増加していた45～
54歳層及び55～64歳層においても減少するとともに、25～34歳層における減少が大きなも
のとなっている。また、若年者について、15～24歳層を卒業者に限ってみると、2007年ま
では男女ともに正規の職員・従業員の割合が上昇していたが、2008年は男性ではその割合
が低下している。一方、女性では引き続き上昇している。また、女性においては、54歳以
下の各年齢層でも正規の職員・従業員の割合が上昇している（第1－（1）－17図、付1－
（1）－8表）。
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第1－（1）－16表　雇用形態別雇用者数の推移

（単位　万人、％）

年・期
役員を
除く
雇用者

正規の職員・
従業員

パート・派遣・契約社員等

パート・
アルバイト

労働者派遣事業所の派遣社員、契約
社員･嘱託，その他 うち派遣社員

1984 3936 3333 （84.7） 604 （15.3） 440 （11.2） 164 （ 4.2） － －
85 3999 3343 （83.6） 655 （16.4） 499 （12.5） 156 （ 3.9） － －
86 4056 3383 （83.4） 673 （16.6） 523 （12.9） 150 （ 3.7） － －
87 4048 3337 （82.4） 711 （17.6） 561 （13.9） 150 （ 3.7） － －
88 4132 3377 （81.7） 755 （18.3） 599 （14.5） 156 （ 3.8） － －
89 4269 3452 （80.9） 817 （19.1） 656 （15.4） 161 （ 3.8） － －
90 4369 3488 （79.8） 881 （20.2） 710 （16.3） 171 （ 3.9） － －
91 4536 3639 （80.2） 897 （19.8） 734 （16.2） 163 （ 3.6） － －
92 4664 3705 （79.4） 958 （20.5） 782 （16.8） 176 （ 3.8） － －
93 4743 3756 （79.2） 986 （20.8） 801 （16.9） 185 （ 3.9） － －
94 4776 3805 （79.7） 971 （20.3） 800 （16.8） 171 （ 3.6） － －
95 　 4780 3779 （79.1） 1001 （20.9） 825 （17.3） 176 （ 3.7） － －
96 　 4843 3800 （78.5） 1043 （21.5） 870 （18.0） 173 （ 3.6） － －
97 　 4963 3812 （76.8） 1152 （23.2） 945 （19.0） 207 （ 4.2） － －
98 　 4967 3794 （76.4） 1173 （23.6） 986 （19.9） 187 （ 3.8） － －
99 　 4913 3688 （75.1） 1225 （24.9） 1024 （20.8） 201 （ 4.1） － －

2000 　 4903 3630 （74.0） 1273 （26.0） 1078 （22.0） 194 （ 4.0） 33 （0.7）
01 　 4999 3640 （72.8） 1360 （27.2） 1152 （23.0） 208 （ 4.2） 45 （0.9）
02 4891 3486 （71.3） 1406 （28.7） 1023 （20.9） 383 （ 7.8） 39 （0.8）
03 4941 3444 （69.7） 1496 （30.3） 1092 （22.1） 404 （ 8.2） 46 （0.9）
04 4934 3380 （68.5） 1555 （31.5） 1106 （22.4） 449 （ 9.1） 62 （1.3）
05 4923 3333 （67.7） 1591 （32.3） 1095 （22.2） 496 （10.1） 95 （1.9）
06 5002 3340 （66.8） 1663 （33.2） 1121 （22.4） 542 （10.8） 121 （2.4）
07 5120 3393 （66.3） 1726 （33.7） 1165 （22.8） 561 （11.0） 121 （2.4）
08 5108 3371 （66.0） 1737 （34.0） 1143 （22.4） 594 （11.6） 145 （2.8）
04 Ⅰ 4934 3380 （68.5） 1555 （31.5） 1106 （22.4） 449 （ 9.1） 62 （1.3）

Ⅱ 4986 3433 （68.9） 1554 （31.2） 1081 （21.7） 473 （ 9.5） 90 （1.8）
Ⅲ 4967 3404 （68.5） 1563 （31.5） 1091 （22.0） 472 （ 9.5） 88 （1.8）
Ⅳ 5010 3425 （68.4） 1585 （31.6） 1107 （22.1） 478 （ 9.5） 99 （2.0）

05 Ⅰ 4923 3333 （67.7） 1591 （32.3） 1095 （22.2） 496 （10.1） 95 （1.9）
Ⅱ 5032 3408 （67.7） 1624 （32.3） 1108 （22.0） 516 （10.3） 102 （2.0）
Ⅲ 5021 3372 （67.2） 1650 （32.9） 1132 （22.5） 518 （10.3） 113 （2.3）
Ⅳ 5053 3384 （67.0） 1669 （33.0） 1145 （22.7） 524 （10.4） 114 （2.3）

06 Ⅰ 5002 3340 （66.8） 1663 （33.2） 1121 （22.4） 542 （10.8） 121 （2.4）
Ⅱ 5101 3454 （67.7） 1647 （32.3） 1112 （21.8） 535 （10.5） 120 （2.4）
Ⅲ 5115 3408 （66.6） 1707 （33.4） 1151 （22.5） 556 （10.9） 126 （2.5）
Ⅳ 5132 3443 （67.1） 1691 （33.0） 1117 （21.8） 574 （11.2） 143 （2.8）

07 Ⅰ 5120 3393 （66.3） 1726 （33.7） 1165 （22.8） 561 （11.0） 121 （2.4）
Ⅱ 5215 3483 （66.8） 1731 （33.2） 1165 （22.3） 566 （10.9） 132 （2.5）
Ⅲ 5207 3471 （66.7） 1736 （33.3） 1169 （22.5） 567 （10.9） 136 （2.6）
Ⅳ 5156 3418 （66.3） 1738 （33.7） 1157 （22.4） 581 （11.3） 145 （2.8）

08 Ⅰ 5108 3371 （66.0） 1737 （34.0） 1143 （22.4） 594 （11.6） 145 （2.8）
Ⅱ 5181 3449 （66.6） 1732 （33.4） 1156 （22.3） 576 （11.1） 131 （2.5）
Ⅲ 5164 3385 （65.5） 1779 （34.5） 1157 （22.4） 622 （12.0） 140 （2.7）
Ⅳ 5185 3390 （65.4） 1796 （34.6） 1153 （22.2） 643 （12.4） 146 （2.8）

09 Ⅰ 5086 3386 （66.6） 1699 （33.4） 1132 （22.3） 567 （11.1） 116 （2.3）

資料出所　総務省統計局「労働力調査特別調査」（２月調査）（1984年～2001年）、「労働力調査（詳細集計）」（１～３月
平均）（2002年～2007年）

（注）　1） （　）内は役員を除く雇用者数に対する割合である。
2） 2002年に「パート・アルバイト」の数が減少し、「労働者派遣事業所の派遣社員、契約社員･嘱託、その
他」が大きく増加している理由として、「労働力調査（詳細結果）」の調査票の選択肢が2001年以前の「労
働力調査特別調査」の調査票の選択肢と異なることが影響している可能性がある。
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第1－（1）－17図　男女別、年齢階級別にみた雇用形態別割合の推移
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総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」
数値は各雇用形態の役員を除く雇用者（卒業者に限る）に対する割合。
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4）若年者の雇用情勢

（15～24歳層で改善した完全失業率）
完全失業率の動きを性・年齢階級別にみると、2008年の完全失業率は、男女ともに景気
後退の影響を受け、ほとんどの年齢層で上昇したが、15～24歳層については、男性が7.9%
（前年差0.4ポイント低下）、女性が6.9%（同0.2ポイント低下）と改善した。15～24歳層の
雇用情勢については、新規学卒者の求職状況に影響されるところが大きく、2008年4月の新
規学卒求人は堅調であったことから、15～24歳層では完全失業率が改善したものと思われ
る（第1－（1）－18図）。

第1－（1）－18図　年齢階級別完全失業率の推移

資料出所
（注）

総務省統計局「労働力調査」
1）データは年平均値。
2）女性の65歳以上については、統計的に有意であると考えられないので、掲載していない。
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（注視が必要な新規学卒就職状況と採用内定取消しの発生）
前述のとおり、2008年の完全失業率は、15～24歳層の若年者では改善したが、2008年秋
以降の経済減速にともない2008年度卒業の新規学卒者の求職状況は厳しく、先行きには注
意が必要である。厚生労働省「平成20年度高校・中学新卒者の就職内定状況等（平成21年
3月末現在）について」によると、2008年度卒業の中学卒、高校卒の新規学卒者の就職率は
中学卒で63.3％（前年同期差11.3ポイント低下）、高校卒で95.6％（1.5ポイント低下）とと
もに悪化している。
また、厚生労働省・文部科学省「平成20年度大学等卒業者就職状況調査（平成21年4月1
日現在）」によると、2009年3月卒業者の就職率は、大学生で95.7％（前年同期差1.2ポイン
ト低下）、短大生で94.5％（同1.9ポイント低下）と悪化している（第1－（1）－19図）。
また、景気後退の影響を受け内定先企業の企業業績の悪化、倒産等を理由として採用内定
が取り消されるケースも生じている。厚生労働省「新規学校卒業者の内定取消状況につい
て」をみると、2009年5月1日時点では、高校生で379人、大学生で1,703人が内定を取り消
されている。（付1－（1）－9表）。

第1－（1）－19表　新規学卒就職率の推移

（単位　％）
卒業年 中学卒 高校卒 専修学校卒 高専卒 短大卒 大学卒

（就職率）
1997年３月卒 96.7 98.5 91.5 100.0 90.5 94.5
98 95.5 98.2 89.5 100.0 86.6 93.3
99 92.1 96.8 86.3 100.0 88.4 92.0

2000 86.7 95.6 83.2 100.0 84.0 91.1
01 84.7 95.9 84.1 100.0 86.8 91.9
02 78.6 94.8 83.3 98.3 90.2 92.1
03 76.5 95.1 85.0 95.7 89.6 92.8
04 78.7 95.9 90.3 100.0 89.5 93.1
05 82.8 97.2 92.5 98.5 89.0 93.5
06 87.2 98.1 91.8 96.7 90.8 95.3
07 88.7 98.4 93.8 98.8 94.3 96.3
08 88.6 97.1 93.7 99.6 94.6 96.9
09 （63.3） （95.6） 91.8 100.0 94.5 95.7

資料出所　厚生労働省・文部科学省調べ
（注）　1）中学卒及び高校卒の就職率は厚生労働省調べで、ハローワーク及び学校で取り扱った求職者数に対する就職

者数の割合であり、当年6月末現在の状況。
2）専修学校（専門課程）卒、高専卒、短大卒、大学卒の就職率は、厚生労働省と文部科学省共同によるサンプ
ル調査で、就職希望者に対する就職者数の割合であり、当年4月1日現在の状況。

3）高専卒は男子学生のみ、短大卒は女子学生のみ。
4）（　）内は就職内定率で、中学卒及び高校卒は当年3月末現在の状況。
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（フリーターは減少、若年無業者は横ばい）
いわゆるフリーター（15～34歳で、男性は卒業者、女性は卒業者で未婚の者のうち、①

雇用者のうち「パート・アルバイト」の者、②完全失業者のうち探している仕事の形態が
「パート・アルバイト」の者、③非労働力人口のうち希望する仕事の形態が「パート・アル
バイト」で家事も通学も就業内定もしていない「その他」の者）の推移をみると、2003年
に217万人とピークを迎えた後、新規学卒者の就職状況が改善したこともあり徐々に減少し、
2008年には170万人となった。年齢別にみると、15～24歳層では2008年に83万人となり、
2003年から36万人減と減少したのに対し、25～34歳層では2008年に87万人で、2003年か
らの減少は11万人減にとどまっている。フリーターは減少しているものの、滞留傾向が懸
念される年長フリーターの正規雇用化は引き続き重要な課題である（第1－（1）－20図）。
フリーター数の変化と人口構成の変化の関係をみると、2008年は15～24歳層、25～34歳
層のいずれも、フリーター数の人口に対する割合が低下しており、年齢別人口の構成変化要
因を除いても、各年齢層のフリーター数が減少していることが分かる。また、35～44歳層

第1－（1）－20図　年齢階級別フリーターの推移
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1982年、87年、92年、97年については「平成17年版労働経済の分析」より転記。2002年以降については、
総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」　
1）1982年、87年、92年、97年については、フリーターを、年齢は15～ 34歳と限定し、①現在就業
している者については勤め先における呼称が「アルバイト」又は「パート」である雇用者で、男性に
ついては継続就業年数が1～ 5年未満の者、女性については未婚で仕事を主にしている者とし、②現在
無業の者については家事も通学もしておらず「アルバイト・パート」の仕事希望する者と定義し、集
計している。

2）2002年以降については、フリーターを、年齢15～ 34歳層、卒業者に限定することで在学者を除く
点を明確化し、女性については未婚の者とし、さらに、①現在就業している者については勤め先におけ
る呼称が「アルバイト」又は「パート」である雇用者で、②現在無業の者については家事も通学もして
おらず「アルバイト・パート」の仕事を希望する者と定義し、集計している。

3）1982年から97年までの数値と2002年以降の数値とでは、フリーターの定義等が異なることから接
続しない点に留意する必要がある。
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について、フリーターと同様の定義の者についてみると、2008年にはその数は減少し、人
口に占める割合も低下している。これらのことから、2008年のフリーター数は、年齢構成
の変化による要因を除いても、減少しているものと判断できる（付1－（1）－10表）。
また、若年無業者（15～34歳の非労働力人口のうち、家事も通学もしていない者）の推
移をみると、2008年は64万人と、前年差2万人増と若干増加し、7年ぶりの増加となった
（第1－（1）－21図）。

第1－（1）－21図　若年無業者数の推移

資料出所
（注）

総務省統計局「労働力調査」
若年無業者について、年齢を15～ 34歳に限定し、非労働力人口のうち、家事も通学もしていない者として
集計。
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（引き続き高い若年離職率）
学卒就職者の就職後3年以内の離職率をみると、1990年代後半に離職率が高まった後、
2000年代は水準が高止まりしている。また、2005年3月に卒業した者の状況をみると、就職
後3年以内に離職した者の割合が高校卒で47.9％、大学卒で35.9％となっており、いずれも
2007年からは低下したものの、引き続き高い水準にある（第1－（1）－22図）。

第1－（1）－22図　新規学卒者の在職期間別離職率の推移
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資料出所
（注）

厚生労働省「新規学校卒業者の就職離職状況調査結果」
離職率は厚生労働省が管理している雇用保険被保険者の記録を基に算出したものであり、新規に被保険者
資格を取得した年月日と生年月日により各学歴に区分している。
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5）地域の雇用失業情勢

（有効求人倍率はこれまで高かった地域で大幅に低下）
地域ブロックごとの有効求人倍率の推移をみると、2008年はすべての地域で低下傾向と
なっている。特に東海地方では2008年1～3月期には1.52倍であったのが、10～12月期には
1.07倍と、大幅に低下している。他にも南関東、北関東・甲信、北陸で0.20ポイント以上の
低下となっているなど、これまで有効求人倍率が高かった地域で大幅に有効求人倍率が低下
している（第1－（1）－23図）。年平均でみると、すべての地域において前年差でマイナス
となっており、東海で前年差0.26ポイント低下、北陸で同0.25ポイント低下、近畿で同0.22
ポイント低下と特に低下幅が大きい（付1－（1）－11表）

（新規求人数は都市部で大きく減少）
新規求人数の動きを地域ブロックごとの寄与度でみると、2007年前半の新規求人数の減
少は南関東が大半を占めるものであったが、2007年後半以降は全地域で新規求人数減少へ
の寄与度が高まっており、特に東海、北陸、北関東・甲信などで寄与度が高まっている（第
1－（1）－24図）。付1－（1）－3表でみたように、2008年は製造業での新規求人数の減少
が特に大きなものとなっているが、特に製造業求人の割合が高い地域において、新規求人の
減少が大きくなっていると考えられる。

第1－（1）－23図　地域ブロック別有効求人倍率の推移

資料出所
（注）

厚生労働省「職業安定業務統計」
北海道を除く各ブロックの有効求人倍率は、ブロック内の各都府県の季節調整後の有効求人数の合計を有効
求職者数の合計で除したもの。
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第1－（1）－24図　新規求人数変化の地域ブロック別要因分解

資料出所 厚生労働省「職業安定業務統計」
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（完全失業率は、東北、北陸、東海、四国などで2008年半ばから上昇傾向）
地域ブロック別に完全失業率の動向をみると、2008年平均では四国が前年差0.6ポイント
上昇、北関東・甲信が同0.3ポイント上昇、南関東及び東海が同0.2ポイント上昇、北海道及
び近畿が同0.1ポイント上昇となったが、九州では同0.1ポイント低下となった。また、東北、
北陸、中国は前年と同水準であった。この動きを四半期ごとにみると、2008年後半には北陸、
東海、四国などで完全失業率の上昇がみられる（第1－（1）－25図、付1－（1）－11表）。

（雇用者数は地方及び製造業で減少）
地域ブロック別に雇用者数（非農林業）の動向をみると、南関東は前年差10万人増、北
関東・甲信は同4万人増、近畿は同2万人増と増加したのに対し、東北は同4万人減、中国
及び四国は同3万人減、東海は同2万人減、北海道、北陸及び九州は同1万人減となった。
また、各地域ブロックの雇用者数の変化を産業別にみると、全国的にサービス業、情報通信
業で増加し、製造業、建設業で減少するという傾向がある。また、南関東、近畿では卸売・
小売業が増加し、また医療、福祉での増加幅が他のブロックに比べ大きくなっている（第1
－（1）－26図）。景気後退を背景に、全国的に製造業、建設業で雇用者数が減少する中、

第1－（1）－25図　地域ブロック別完全失業率の推移

資料出所
（注）

総務省統計局「労働力調査」
1）グラフは労働力調査の完全失業率（原数値）をもとに、厚生労働省労働政策担当参事官室において
独自に季節調整値を試算したもの。

2）各ブロックの構成県は、以下の通り。本図以降各図において同じ。
　　・北海道　　　 　北海道
　　・東北　　　 　　青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県
　　・南関東　　　 　埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
　　・北関東・甲信 　茨城県、栃木県、群馬県、山梨県、長野県
　　・北陸　　　　 　新潟県、富山県、石川県、福井県
　　・東海　　　　 　岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
　　・近畿　　　　 　滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
　　・中国 　　　　　鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県
　　・四国　 　　　　徳島県、香川県、愛媛県、高知県
　　・九州　 　　　　福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県
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東京、大阪といった大都市を含む地域では、卸売・小売業等のサービス産業の雇用者が増加
しているものとみられる。

第1－（1）－26図　地域ブロック別非農林雇用者数前年同期差の産業別要因分解

資料出所
（注）

総務省統計局「労働力調査」
四捨五入の影響で、非農林計の数値と各産業の合計値は必ずしも一致しない。
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（製造業集積地での雇用情勢の悪化）
2002年から2007年までの景気拡大期においては、外需の拡大を背景に製造業の生産が拡
大し、製造業が集積している地域では、地域全体の経済活性化につながり、雇用の増加につ
ながったものと考えられる。雇用者に占める製造業雇用者の割合と、雇用者数全体の変化を
みると、2002年から2007年までの景気拡大期においては、近畿や南関東などの大都市圏に
加え、製造業比率の高い東海、北関東・甲信、北陸などでの雇用者増が大きかった。
しかし、2007年から景気後退期に入ると、外需の減退が大きいこともあり、製造業集積
地での雇用牽引力が損なわれることとなった。2007年から2008年にかけての雇用者数の変
化をみると、製造業比率との関係性はほぼみられず、また大都市圏を除く多くの地域で雇用
者数が減少している。このように2008年には外需を背景に製造業が潤い、それが地域経済
を活性化させ、雇用を増加させるという循環はみられなくなった（第1－（1）－27図）。

第1－（1）－27図　地域、産業と雇用者数の関係
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資料出所
（注）

総務省統計局「国勢調査（平成17年）」、「労働力調査」
1）数値は該当する期間における各地域の雇用者数の増加率
2）（　）内は各地域の製造業比率で、平成17年国勢調査における、各地域の雇用者総数に対する製造業雇
用者の割合。
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（製造業集積地で多い非正規雇用の雇止め等）
こうした製造業をめぐる経済状況の変化を示す雇用の動きの一つに、非正規労働者の雇止
めがある。非正規労働者の雇止め等を地域ブロック別にみると、東海地方が最も多く60,287
人、次いで東北地方が28,457人、北関東・甲信が27,667人となっている。都道府県別にみる
と愛知県が突出しており、35,986人となっている（第1－（1）－28図、付1－（1）－12
表）。第1－（1）－8図でみたとおり、非正規労働者の雇止めは産業別にみても製造業が最
も多く、地域別にみても、製造業集積地において多くなっている。

第1－（1）－28図　地域ブロック別雇止めの状況

資料出所 厚生労働省「非正規労働者の雇止め等の状況について（４月報告）」
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6）障害者の雇用状況

（障害者の実雇用率は上昇）
障害者の雇用状況をみると、雇用されている障害者の数は2003年以降増加傾向にあり、
2008年は約30万人となった。また、実雇用率は1.59％であり、前年差0.04ポイント上昇し
ている（第1－（1）－29図）。企業規模別にみると、実雇用率が100人～299人規模で1.33％
と低い水準にあり、1000人以上規模の企業では、実雇用率は1.78％となっている。1000人
以上規模の企業では2007年は法定雇用率達成企業割合が40.1％と他の規模と比べ最も低く
なっていたが、2008年は43.8％と改善し、500～999人が41.8％と最も低くなっている（付1
－（1）－13表）。

第1－（1）－29図　雇用されている障害者の数と実雇用率の推移

資料出所
（注）

厚生労働省調べ
1）雇用義務のある企業（56人以上規模の企業）についての集計である。
2）「障害者の数」とは、次に掲げる者の合計数である。
2005年まで　身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）
　　　　　　　知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）
　　　　　　　重度身体障害者である短時間労働者
　　　　　　　重度知的障害者である短時間労働者

　　2006年以降　身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）
　　　　　　　知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）
　　　　　　　重度身体障害者である短時間労働者
　　　　　　　重度知的障害者である短時間労働者
　　　　　　　精神障害者
　　　　　　　精神障害者である短時間労働者
　　　　　　　（精神障害者である短時間労働者は0.5人でカウント）
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7）外国人の雇用状況

（我が国で働く外国人労働者は製造業で働く労働者が多い）
我が国で働く外国人労働者は国籍別にみると、中国が最も多く210,578人（全体の

43.3％）、次いでブラジルの99,179人（同20.4％）となっている。（第1－（1）－30図）。
また、我が国で働く外国人労働者を産業別にみると、製造業が39.6％、サービス業（他に
分類されないもの）が19.7％、飲食店、宿泊業が10.4％、卸売・小売業が8.9%、教育、学習
支援業が7.7％となっており、製造業で働く外国人労働者が多い（第1－（1）－30図）。

第1－（1）－30図　外国人の雇用状況

資料出所 厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況（平成20年10月末現在）」

外国人労働者数 外国人労働者数
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